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ユネスコ  

体育・スポーツ国際憲章  

                                                        ユネスコ第２０回総会 

                                                        １９７８年１１月２１日 

 

 ユネスコは、パリで第２０回総会を開き、

１９７８年１１月１２日、国連憲章におい

て、諸国民は基本的人権と人間の尊厳およ

び価値への信念を宣言し、社会的進歩と生

活水準の向上とを促進する決意を確認した

ことを想起し、 

 世界人権宣言によって、すべての人は、

人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治

上その他の意見、国民的もしくは社会的

出身、財産、門地その他の地位によるい

かなる差別をも受けることなく、そこに

掲げられているすべての権利と自由を享

有していることを想起し、 

 人権の効果的な行使のための基本的条

件の一つは、すべての人が肉体的、知的、

道徳的能力を自由に発達させ保持すべき

であること、したがって体育・スポーツ

へのアクセスがすべての人びとに保障さ

れるべきことであると確信し、人間の肉

体的、知的、道徳的能力を保持し発展さ

せることは、国民的および国際的レベル

での生活の質を向上させるものであると

確信し、 

 体育・スポーツは、諸国民の十分な発

展の基礎である基本的な人間の価値を説

くことに、より効果的に貢献すべきであ

ると信じ、 

 したがって体育・スポーツは、公正な

競争、連帯と友情、相互の尊敬と理解お

よび人間の高潔と尊厳に対する十分な尊

重をともなう、諸国民間および個々人間

の親密な交流の促進を図るべきであるこ

とを強調し、 

 工業国と発展途上国はともに、その間

に存在し続けている、体育・スポーツの

自由で普遍的なアクセスにかんする格差

の縮小のための責任と義務を負っている

ことを考慮し、 

 体育・スポーツを自然環境のなかで一

体化することは、体育・スポーツを豊か

にし、かつ、地球資源の尊重と人類全体

のより大きな幸福のために地球資源を保

存し使用する関心とを呼び起こすことを

考慮し、 

 世界に存在する訓練と教育の形態の多

様性を考慮し、しかし諸国間のスポーツ

構造の相違にもかかわらず、体育・スポ

ーツは健全な身体と健康だけでなく、全

面的で十分に均衡のとれた人間の発達に

も貢献することは明白であることに注目

し、 

 さらに、体育・スポーツへの権利が全

人類にとって現実のものとなるには、非

常に大きな努力が必要であることを考慮

し、 

 諸国民間の平和と友好のための、体育

・スポーツに責任を持つ国際的な政府間

組織および非政府組織間の協力の重要性

を強調し、 

 体育・スポーツの発展が人類の進歩に

寄与せしめ、その発展を促進する目的の

ためにこの国際憲章を宣言し、かつ、政

府、関係の非政府組織、教育者、家庭お

よび個人に対して、これを指針とし、普

及し実践するよう促す。 

 

第１条 体育・スポーツの実践は 

すべての人にとって基本的権利である 
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１・１ すべての人間は、人格の全面的

発達にとって不可欠な体育・スポーツへ

のアクセスの基本的権利を持っている。

体育・スポーツをつうじて肉体的、知的、

道徳的能力を発達させる自由は、教育体

系および社会生活の他の側面においても

保障されなければならない。 

１・２ すべて人は、自己の身体的適応

性を発達させ能力に応じたスポーツ水準

を達成するよう、自国のスポーツの伝統

に従って体育・スポーツを実践する十分

な機会をもたねばならない。 

１・３ 学齢前児童を含む若い人びと、

高齢者、障害者に対して、その要求に合

致した体育・スポーツのプログラムによ

り、その人格を全面的に発達させるため

の特別の機会が利用可能とされなければ

ならない。 

 

第２条 体育・スポーツは、 

   全教育体系において生涯教育の不可欠の

要素を構成する 

 

２・１ 体育・スポーツは、教育と文化

の不可欠の要素として、社会の完全な構

成員としてのすべての人間の能力、意志

力および自己教育力を発達させなければ

ならない。身体活動の継続とスポーツの

実践は、全世界的な、生涯にわたる民主

化された教育によって生涯を通じて保障

されなければならない。 

２・２ 個人のレベルでは、体育・スポ

ーツは健康維持と増進に貢献し、健全な

余暇の利用を提供し、現代生活の欠点の

克服を可能とする。社会的レベルでは、

体育・スポーツは社会関係を豊かにし、

スポーツだけではなく社会生活にとって

も欠くことのできないフェアプレイを発

達させる。 

２・３ あらゆる総合的教育体系は身体

的活動と教育の他の要素のバランスを確

立し、結びつきを強化するために、体育

・スポーツに必要な地位と重要性を与え

なければならない。 

 

第３条 体育・スポーツのプログラムは、 

個人および社会のニーズに合致しなけれ

ばならない 

 

３・１ 体育・スポーツのプログラムは、

各国の制度的、文化的、社会経済的、風

土的条件とともに、体育・スポーツを行

う人びとの要求と特性に一致するよう計

画されなければならない。それは社会的

に恵まれない集団の要求に優先権を与え

なければならない。 

３・２ 一般に教育の過程では、体育・

スポーツプログラムはその内容と計画表

双方によって個人の全面的な発達に役立

つ習慣と行動様式をつくりだすことを助

けるものでなければならない。 

３・３ 競技スポーツは、たとえそれが

華ばなしい様相を呈していても、オリン

ピックの理想にしたがって、それが最高

の典型としている教育的スポーツの目的

に役立つことをつねにめざさなければな

らない。それはけっして利潤を追求する

商業的関心に影響されてはならない。 

 

第４条 体育・スポーツの教授、コーチ

および行政は、有資格者によっておこな

われるべきである 

 

４・１ 体育・スポーツに専門的な責任

を負うすべての人は、適切な資格と訓練

を必要とする。彼らは多数のなかから慎

重に選ばれ、十分な専門的レベルに到達

することを確保するよう初歩的および高

度な訓練を与えられなければならない。 

４・２ 適切な訓練と指導を受けたボラ



- 3 -

ンティアの人びとは、スポーツの総合的

な発展に非常に貴重な貢献をし、住民が

体育・スポーツ活動の実践と組織に参加

するのを奨励することができる。 

４・３ 体育・スポーツのための指導者

を訓練するための適切な組織が設置され

なければならない。かかる訓練を受けた

者は、その遂行している任務にふさわし

い地位が与えられるべきである。 

 

 

 

第５条 十分な施設と設備は 

   体育・スポーツに不可欠である 

 

５・１ 学校内および学校外双方の体育

・スポーツに関係するプログラムへの密

度濃くかつ安全な参加というニーズに合

致するように、適切で十分な施設が供給

され、設置されなければならない。 

５・２ あらゆる段階の政府、公当局、

学校および適当な私的機関は、協力し、

ともに計画して、体育・スポーツの施設、

設備、用具を提供し、最適な条件で利用

できるようにする義務がある。 

５・３ 自然環境によって与えられた機

会を考慮しながら、農村や都市の開発計

画は体育・スポーツの施設、設備、用具

に関する長期的ニーズへの対策を含むこ

とが必須である。 

 

第６条 研究と評価は体育・スポーツの

発展に不可欠の要素である 

 

６・１ 体育・スポーツにおける研究と

評価は、あらゆる形態のスポーツの進歩

に役立ち、かつ、トレーニング方法、組

織、管理手続きのみならず、参加者の健

康と安全の改善をもたらすものであるべ

きである。それによって教育体系は、よ

りよい教育方法や、到達水準を発展させ

るよう計画された改革から利益を得るで

あろう。 

６・２ この分野との社会的関連を看過

すべきでない科学的研究は、体育・スポ

ーツへの不適切な適用の余地がないよう

な方向に向けられなければならない。 

 

第７条 体育・スポーツの倫理的、道徳

的価値の擁護は、すべての人びとが不断

に配慮しなければならない 

 

７・１ 高水準スポーツおよび誰でもが

行うスポーツは、あらゆる逸脱から守ら

なければならない。 

 暴力、ドーピングおよび過剰な商業主

義といった現象が、スポーツの道徳的価

値、イメージ、威信などに及ぼす重大な

脅威は、スポーツの性格そのものを変質

させるとともに、スポーツの果たす教育、

健康促進という機能をそこなう。 

 公的機関、自主的スポーツ団体、特殊

な非政府組織、オリンピック運動、教育

者、両親、サポートクラブ、トレーナー、

スポーツ管理者、そしてスポーツ選手自

身も力を合わせて、これらの悪の根絶に

取り組まなければならない。メディアは、

第９条に従って、この努力を支援し、広

げていく上で特別の役割を果たさなけれ

ばならない。 

７・２ スポーツの持つ価値およびスポ

ーツ、社会、文化のあいだの相互作用の

結果に基づいた教育的活動は、教育課程

において、特別な位置づけがなされなけ

ればならない。 

７・３ スポーツの責任者およびスポー

ツを実践する者全員は、年齢的に早すぎ

たり、過剰なトレーニング、およびあら

ゆる心理的圧力が、スポーツをおこなう

者、とくに子どもに対して、どのような
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危険を及ぼすかを認識していることが重

要である。 

７・４ 健康に有害で、スポーツ道徳に

反するドーピングの及ぼす悪影響を明ら

かにし、選手の身体的・精神的健康、フ

ェアプレイと競争の価値、公明正大なス

ポーツ共同体、レベルを問わずスポーツ

に参加する者全員の権利を守るために、

あらゆる努力がつくされなければならな

い。 

 ドーピング撲滅運動には、国際的ある

いは各国の異なるレベルの責任者、両親、

教育者、医療専門職員、メディア、トレ

ーナー、スポーツ管理者、そしてスポー

ツ選手自身を動員し、既存の法律や文書、

とくにスポーツにおけるドーピングに反

対する国際オリンピック憲章に含まれる

諸原則を守らせることが不可欠である。

これに関して、スポーツ関係者全員が、

調和のとれた、協調した政策に従って、

ドーピング防止措置、およびドーピング

防止の分野で取り組まれるべき教育活動

を策定し、これを実施しなければならな

い。 

 

第８条 情報および資料は 

   体育・スポーツの振興を助ける 

 

８・１ 体育・スポーツに関する情報と

資料の収集、提供、普及は大いに必要で

ある。とくにプログラム、実験および活

動に関わる研究と評価の結果についての

情報を普及することが必要である。 

 

第９条 マスメディアは体育・スポーツ

に積極的に影響を及ぼすべきである 

 

９・１ 情報の自由の権利を侵害するこ

となく、マスメディア関係者すべてが、

体育・スポーツに具体化されている社会

的重要性、人間的目的および道徳的価値

を考慮するという責任を十分に認識する

ことが不可欠である。 

９・２マスメディア関係者と体育・スポ

ーツ専門家との間の関係は、体育・スポ

ーツに積極的影響を与え、客観的で十分

に根拠ある情報を保証するために密接で

かつ相互信頼に基づいたものでなければ

ならない。メディア関係者の訓練は体育

・スポーツ関係の要素を含む。 

 

第10条 国家機関は体育・スポーツにお

いて主要な役割を果たす 

 

10・１ あらゆる段階の公当局および専

門的な非政府組織は、教育的価値が最も

明白な体育・スポーツ活動を奨励するこ

とが肝要である。その活動は、法令や規

則を実施し、物的援助を提供し、かつ、

その他のすべての奨励、激励、規制の措

置を講ずることから成り立つ。公当局は

また、これらの活動を奨励する財政措置

を講ずることを保障するものである。 

10・２ 体育・スポーツに責任あるすべ

ての機関は、一貫した、全面的な、そし

て地方分権的な活動計画を、生涯教育の

枠組のなかで促進して、義務的な身体活

動と自由で自発的に行われる身体活動と

の間の継続性および調整を考慮する義務

がある。 

 

第11条 国際協力は体育・スポーツの全

般的で十分に均衡のとれた振興に必要不

可欠である 

 

11・１ 国家、および関係国を代表しか

つ体育・スポーツに責任を持つ国際的、

地域的な政府間組織と非政府組織は、国

際的な二国間および多数国間協力で体育

・スポーツにより大きな地位を与えるこ
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とが肝要である。 

11・２ 国際協力は、この分野での内か

らの発展を促し刺激するために、まった

く利害関係のない動機によって促進され

なければならない。 

11・３ 世界共通語としての体育・スポ

ーツにおける協力と相互利益の追求を通

じて、すべての諸国民は、恒久平和、相

互尊重、および友好の維持に貢献し、国

際問題解決のための好ましい環境を作り

出すであろう。関係する国内的、国際的

な政府機関と非政府機関のすべての間の

密接な協力は、それぞれの固有の権限の

尊重を基礎にして、世界の体育・スポー

ツの発展を必ず奨励するであろう。 

         〔文部科学省訳〕 

（注）第７条は、１９９１年７月１９日、

第２６回ユネスコ総会で補充 


